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1.1.1.1. 気候変動に適応した新気候変動に適応した新気候変動に適応した新気候変動に適応した新ししししい高度浄水プロセスの開発い高度浄水プロセスの開発い高度浄水プロセスの開発い高度浄水プロセスの開発    

今年 3 月に横浜で開催された IPCC WG2（気候変動適応策検討）では、第 5 次評価書

(AR5)が採択された。同報告書では、将来の気候変動リスクに対応するためにあらゆる

分野での適応策が必要であるとしている。気候変動は、集中豪雨や渇水のように水量

の変動だけでなく、河川の濁度や有機物濃度を上昇させ水質の悪化を招く。特に、島嶼

部や沿岸域では、海水由来の臭化物イオン（Br）濃度の上昇による Br 系副生成物や、

窒素含有有機物濃度の上昇による N-系副生成物の濃度上昇が懸念されている。この

ため、現在、日本で広く適用されているオゾン・活性炭による高度浄水処理は、臭素酸

濃度が水道水質基準を超える恐れがあり、将来は利用できない恐れがある。 

これらの背景のもと当研究室では、これまで東京都水道局と連携し、水供給分野にお

ける適応策の研究として荒川水系の季節的な水質変化や東京都水道局のオゾン・活性

炭による高度浄水処理施設の処理性の評価を行ってきた。さらに、環境省の調査では

亜熱帯地域である沖縄や小笠原の水源水質を調査し、NF 膜ろ過、イオン交換、鉄系微

粒子吸着材など新しい高度浄水処理技術の適用性について検討を行ってきた。 

本研究テーマにおいては、これまでの知見と経験を生かして、将来の気候変動に適応した新しい高度浄水プロセスを開発

することを目的とし、国内やアジアの気候の異なる地域の水源において現地調査を行い、それらの水源水質の特徴を各種手

法により比較するとともに、日本の島嶼部やアジア開発途上国での適用を考慮した、新しい高度浄水プロセスの開発を行う。 

 

小笠原父島の水源ダム 

 

 

 

 

 

父島ダム湖水と UF 膜処理水の

EEM（分析結果） 

 

2.2.2.2. 濁質が濁質が濁質が濁質が紫外線消毒に紫外線消毒に紫外線消毒に紫外線消毒に及ぼす影響及ぼす影響及ぼす影響及ぼす影響    

紫外線消毒は、薬剤不要、消毒副生成物を生じない、味やにおいに影響しない等の優れた特

徴を持ち、さらに塩素耐性原虫クリプトスポリジウムに極めて有効と判明して以降、世界中で

利用が拡大している。欧米では、濁度変動が大きくクリプト混入リスクの高い表流水にこそ積

極的に紫外線を導入するが、日本の法規制では、地下水を原水とする施設に限り紫外線消

毒が認められ、表流水を原水とする施設は濁度の徹底管理でクリプトを制御することとされて

いる。その背景には、紫外線は濁質に弱い（阻害をうける）という原理的理解があるが、欧米

での実績や最新の知見によれば、紫外線は表流水の処理でも十分に有効と理解できる。近

年、日本の浄水施設では、極端な豪雨による突発的な原水濁度の上昇が問題化している。濁

度急上昇への適応力が低い浄水施設では、その原水が地下水であるか否かによらず、クリプ

ト対策として紫外線消毒を適用する意義は大きいと期待される。また、気候変動に伴う洪水の

頻発が懸念される東南アジア諸国でも、同様の現象が顕在化すると予想される。 

そこで本研究では、表流水を水源とする浄水施設への紫外線適用を検討するため、濁質が

紫外線消毒に及ぼす影響を調査する。都市圏、山間部、島嶼部、東南アジアなど多様な水道

原水中の濁質を粒径分布、表面電位、成分などから多角的に特徴づけ、それらの物性と紫外

線消毒効果の関連性を明らかにする。浄水処理への紫外線適用の有効性や限界を定量的に

示すことで、実務に資する情報を提供し、水道水の安全性と安定供給の向上に貢献することが本研究の最終目的である。 

 

3.3.3.3.     水関係の社会資本整備による公衆衛生改善施策の費用対効果分析水関係の社会資本整備による公衆衛生改善施策の費用対効果分析水関係の社会資本整備による公衆衛生改善施策の費用対効果分析水関係の社会資本整備による公衆衛生改善施策の費用対効果分析    

公共的なプロジェクトとして行う社会資本の整備は、プロジェクトによってもたらされる効果について評価がなされることが望ま

しい。道路などの社会資本整備については、直接的に税金を投入するという側面から、これまでに研究事例が多くある。一

方、水道・下水道の水関係の社会資本整備については、極めて基本的な社会資本であると同時に、これまで料金収入で経営

をまかなってきたこともあり、その費用対効果について系統的な研究がなされることがなかった。そこで、本研究では、水関係

の社会資本整備を対象に既存の費用対効果分析の事例についてレビューして、課題を抽出し、改善のための提案を行う。 

 国内の既往文献としては、研究論文のほか、水道・下水道分野において各省庁が実施・公表している評価実施要領や費用

対効果分析マニュアル

1

などについてレビューを行う。海外の既往文献としては、開発途上国における衛生改善のための介入

プログラムについての評価を行った WHO の調査事例

2

などを参考にする。 

 既往の分析で不足している点とその改善については、学生の視点からの積極的な提案を期待する。ただし、例えば以下の

ようなことを想定している。従来の費用対効果分析では、効果として単一の事象の事前事後の改善について、例えば下痢症

の改善について評価している。一方で、改善された水システムでは、下痢症の改善がなされるかもれないが、生活の質も変化

し、それに伴って新たなリスク要因が生ずる可能性があり、それについては、必ずしも考慮が十分なされているとはいえない。

例えば、従来の疾病に代わって新規に感染症が卓越したり、改善された水システムでの消毒副生成物リスクなどについては、

十分な考慮がなされているとはいえない。また、日本において政府が公表しているマニュアルでは、質の視点が加味されてお

らず、基本的に代替品の手配にかかるコストによっての評価がなされている。このような点について既存文献のレビューを行

い、評価の枠組みについて不足すると思われる点を指摘し、その改善のための提案を行う。 

1 例えば、厚生労働省 (2011) 水道事業の費用対効果分析マニュアル など 

2 例えば、WHO (2008) Water Quality Interventions to Prevent Diarrhoea: Cost and Cost-Effectiveness 

 

4.4.4.4. アジア開発途上国における適正な水供給システムの提案アジア開発途上国における適正な水供給システムの提案アジア開発途上国における適正な水供給システムの提案アジア開発途上国における適正な水供給システムの提案    

国連ミレニアム開発目標（MDGs）の達成に向けて開発途上国において

持続可能な水供給を実現するには、現地の水源事情や技術事情に適

したシステムが求められる。これまでに現地で導入されてきた砂ろ過施

設は維持管理に経験が要求されるため、20％以上が運用停止になり、

また処理水中の濁度や病原微生物が水質基準を超過するなどの問題

を引き起こしている。近年開発された膜ろ過プロセスは運転管理が容

易で安定した処理水水質が維持できることから、技術者が不足する途

上国においてこそその応用が期待されている。しかしアジア開発途上

国では、熱帯地域に広く見られるラテライト地質に由来する鉄やマンガ

ンなどによる膜ろ過施設の障害が懸念される。 

そこで本研究では、アジア開発途上国での持続的で安全な水供給システムの構築を目指して、自然由来の無機物や有機

物の動態、またそれらの膜ろ過処理プロセスへの影響を把握し、熱帯地域向けの浄水処理プロセスを提案することを目的と

する。アジアの河川は流域面積が広大であり、その上流と下流では人為的影響が大きく異なることから、その水質の違いにも

着目する。具体的には現地の水源原水中の無機物、有機物の存在形態、相互作用を物理化学的に調査すると同時に、浄水

処理試験により処理プロセスへの影響を明らかにし、処理プロセスの構築に繋げる。 

 

◆ 都市水システム研究室では上記の卒論題目の他にも都市の水環境、水供給に関する国内外の課題に対して様々な研

究を行っており、これまでの研究テーマは研究室のホームページ（http://www.urbanwater.t.u-tokyo.ac.jp/j/about.html）に

掲載している。それらのテーマに関心がある場合は、随時相談に応じるので、直接来室するか、メールでアポイントを取る

こと。 

滝沢智 教授： 811号室 takizawa@env.t.u-tokyo.ac.jp 
小熊久美子 講師： 809号室 oguma@env.t.u-tokyo.ac.jp 
酒井宏治 特任助教： 815号室 h_sakai@env.t.u-tokyo.ac.jp 
Jenyuk Lohwacharin 特任助教： 815号室 jenyuk@env.t.u-tokyo.ac.jp 
橋本崇史 助教： 412号室 hashimoto@env.t.u-tokyo.ac.jp 

河川水での水浴び 

飲用水源としてのボトル水 

浄水設備における鉄の析出 

CH1

Em (nm)

250 300 350 400 450 500 550

E
x 

(n
m

)

250

300

350

400

450
0.0 
0.2 
0.4 
0.6 
0.8 
1.0 

E
x 

(n
m

)

CH1-Al

550

E
x 

(n
m

)

Em (nm)

250 300 350 400 450 500 550

E
x 

(n
m

)

250

300

350

400

450
0.0 
0.2 
0.4 
0.6 
0.8 
1.0 

CH1-Fe-10KDa


